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平成１３年版情報通信白書

平成１３年版情報通信白書の概要

総務省情報通信政策局総合政策課

総務省は、「平成１３年情報通信に関する現状報

告」（情報通信白書）を、平成１３年７月１０日の閣

議に報告後、公表しました。

これまで旧郵政省では「通信に関する現状報告」

（通信白書）を、昭和４８年より毎年作成していま

したが、省庁再編後、初の発行となる今回の白書

では、総務省への移行を踏まえ、電子政府や地域

情報化関連の施策やデータについて記述を充実さ

せるとともに、名称についても内容に照らしふさ

わしいものとする観点から、「情報通信に関する

現状報告」（情報通信白書）に変更しました。

今回の白書では、インターネットの急速な普及

やブロードバンド化への流れを踏まえ、「加速す

るＩＴ革命～ブロードバンドがもたらすＩＴルネ

ッサンス～」と題して、加速度的に進展するＩＴ

革命の現状や我が国社会にもたらす影響等に焦点

をあて、特集しました。

平成１３年版情報通信白書の主なポイントは、以

下のとおりです。

第１章　特集「加速するＩＴ革命」～ブロード

バンドがもたらすＩＴルネッサンス～

�　進むＩＴ社会の構築

第１節　ＩＴ社会発展の基礎となるブロードバン

ド化の進展

１　インターネットの急速な普及

我が国のインターネット利用人口は順調に増加

しており、平成１２年末には我が国の１５歳以上７９歳

以下の個人におけるインターネット利用者数は

４，７０８万人（推計値、対前年比７４．０％増）にまで

増加し、平成１７年（２００５年）には８，７２０万人まで

増加するものと見込まれます（図表１）。また、

我が国のインターネット利用者において、何らか

の端末から「ほぼ毎日」インターネットを利用し

ている人は、全体の半数以上の２，５９３万人となっ

ています。自宅のパソコンからのインターネット

利用では、一般電話回線による接続が約５割、

ＩＳＤＮ（１２８kbps）以上の回線速度がほぼ５割に

達しています。また、各国・地域における人口に

対するインターネット利用者の割合を見ると、

２５％を超えているのは２１の国及び地域であり、日

本は第１４位となっています。

特 　 集



２　ブロードバンド・アクセスの普及

ＤＳＬは、平成１２年３月の２１１加入から平成１３年４

月末には約１１万加入に達したほか、ケーブル

インターネットへの加入数も、平成１２年３月の２１．６

万加入から平成１３年３月には７８．４万加入に達するな

どブロードバンド・アクセス・ネットワークは急速

に増加しており、いわば「ブロードバンド元年」と

もいうべき状況となっています（図表２）。
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図表１　我が国におけるインターネットの普及状況
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（出典）「生活の情報化調査」、「通信利用動向調査」（総務省）より作成

図表２　ブロードバンド･ネットワークの普及動向（加入者数）
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３　コンテンツの多様化・大容量化

閲覧回数上位３０位のサイトを我が国と米国・韓国

で比較すると、我が国では総合ポータルサイトやプ

ロバイダ系ポータルサイトなど情報検索や情報入手

を主目的としたサイトが８０％を占めているのに対し、

米国においては１／４程度、韓国でも１／３程度に

とどまっており、両国ではソフトウェア提供サイト

等、エンターテインメント系コンテンツへの需要が

高まっている状況がうかがえます。我が国において

も、ブロードバンド化の進展に伴い、このような

インターネット利用の高度化・多様化がさらに進展

するものと想定されます。

４　ブロードバンド時代のネットワーク利用者像

ブロードバンド時代のインターネット利用者像

を展望するため、インターネット上でのアンケー

ト調査を行った結果、利用回線速度の向上に伴い、

より高速のアクセス回線を指向する傾向が顕著に

見られ、現在１Ｍｂｐｓ以上の回線利用者では約７

割が１０Ｍｂｐｓ以上の回線速度を希望しています

（図表３）。他方、コンテンツ利用についてみると、

ブロードバンド回線利用者はインターネット放送

や音楽配信などエンターテインメント系コンテン

ツに対して現在利用・将来利用希望ともに比率が

高く、ブロードバンド接続環境の経験がより高速

の接続環境のニーズを喚起し、インターネット上

のコンテンツ・サービスの高度化・大容量化を促

すものと思われます（図表４）。
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図表３　現在利用している回線ごとの利用希望回線容量
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６４Ｋｂｐｓ以上 １Ｍｂｐｓ以上 １０Ｍｂｐｓ以上 ２５Ｍｂｐｓ以上

属性 利用環境 分類

属性１ ５６Ｋｂｐｓ以下のダイアルアップ接続 非常時接続利用者 非ブロードバンド
利用者属性２ ６４Ｋｂｐｓ以上のダイアルアップ接続

属性３ ６４Ｋｂｐｓ以上１Ｍｂｐｓ未満の常時接続

（定額料金制サービス含）

常時接続利用者

属性４ １Ｍｂｐｓ以上の常時接続（定額料金制サービス含） ブロードバンド利用者

（出典）ブロードバンド利用動向調査
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図表４　現在利用しているコンテンツと将来希望するコンテンツの比較（複数回答）
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第２節　ＩＴが先導する経済新生

１　ＩＴがマクロ経済に与える影響

企業のＩＴ化の進展が我が国の経済成長にどの

程度寄与してきたかを検証するため、特にＩＴ資

本蓄積による効果に着目し、１９８５年以降における

経済成長の要因をＩＴ資本、一般資本（ＩＴを除

く資本）、労働の各要素に分解して寄与率（同時

期の経済成長率（全体）の中でＩＴ資本蓄積に伴

う経済成長率が占める比率）を推計したところ、

１９９５年～９９年のＩＴ資本の寄与率は、１９８５年～９５

年の２倍以上となる１００．８％にまで達し、ＩＴ資本

が同期間における経済成長の牽引役となっている

ものと考えられます（図表５）。
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図表５　経済成長に対する寄与率
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「ITの経済分析に関する調査」（ドゥーリサーチ研究所への委託調査）より作成

２　インターネットビジネス

インターネット上での電子商取引やパソコン

等の端末機器等、個人や企業のインターネット

利用に関係する産業を「インターネットビジネ

ス」として、その平成１２年における市場規模に

つき調査・分析したところ、４７兆８，０３１億円と対

前年比２．２６倍となっており、昨年に引き続き大

きく成長しているものと推計されます（図表６）。

図表６　インターネットビジネス市場の概要

「ＩＴが産業に与える影響に関する調査」より作成
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３　電子商取引（最終消費財）市場

平成１２年のインターネットビジネス市場のうち

電子商取引（最終消費財）市場は６，２３３億円（対前

年比７８．１％増）となっており、平成１７年（２００５年）

には８兆円近くにまで拡大するものと予測されま

す。また、モバイルコマース市場は、携帯電話・

ＰＨＳによるインターネット利用の爆発的な増加

に伴い、前年から１０倍以上の５４１億円となってい

ます。

４　電子商取引（中間財）市場

電子商取引（中間財）市場については、平成１２

年の市場規模で３８．１兆円（前年の２．５倍以上）にま

で拡大しており、平成１７年（２００５年）には９８．９兆

円に達すると予測されます。このうち、ｅ－マー

ケットプレイス市場は、平成１２年には８００億円に過

ぎないものの、平成１７年には約１６兆円にまで成長

すると予測されます。

第３節　電子政府

１　政府の事務・事業の情報化

国の行政機関（本省庁）では、平成１１年度の調

査において１人１台のパソコン整備を達成してい

るほか、国立大学を除いた国の行政機関全体では、

パソコン１台あたりの職員数が平成８年度の２．８

人から平成１２年度には１．４人になるなどパソコン

の整備が着実に進展しています。また、設置され

たパソコンはネットワーク接続端末としての活用

が進んでおり、平成１２年度には約４分の３がＬＡ

Ｎに接続されており、ネットワーク化が図られて

います。

２　地方公共団体における情報化

地方公共団体については、都道府県ではパソコン

１台あたりの職員数が１．３人と「１人１台」の状態

に近づきつつあります。 また、市区町村ではパソ

コン１台あたりの職員数が２人以上であるものの、

平成１０年度との比較では２倍前後の整備水準となっ

ており、全体的には着実にパソコンの整備が進んで

いるといえます。さらに、導入されたパソコンにつ

いても単体利用が年々減少しており、全体の６０％以

上が何らかの形でネットワークを形成しています。

３　電子政府に対する国民意識

電子政府についてある程度知っている人は全体

の３分の１程度にとどまっており、認知度は必ず

しも高くないと言えます。他方、国民・住民の電

子政府に対するサービスニーズについてみると、

国では、投票に関するものや法令･制度のデータ

ベース提供など、国の運営への参加拡大や理解促

進への期待感に応じたものが５割を超えており、

地方公共団体では、各種申請･届出等の身近な行

政サービスに対するニーズが高くなっています。

第４節　国民生活に浸透するＩＴ

１　情報通信機器の保有状況

平成１２年におけるパソコン、携帯電話、携帯情

報端末等の情報通信機器の世帯保有はいずれも増

加傾向にあります。また、パソコン保有者に対し

てパソコン購入時期とその動機を調べたところ、

最近購入した人ほどインターネット利用を動機と

する割合が高く、インターネットの利用ニーズが

パソコン等情報通信機器の普及率の伸びを維持さ

せる大きな要因となっているものと考えられます。

２　地域生活の情報化

高度な情報通信ネットワークの形成やその有

効活用は、我が国の各地域が対応を迫られてい

る少子・高齢化や過疎化、地域経済の活性化な

どの課題解決に大きく貢献するものと期待され
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ています。このような中、活力ある個性豊かな

地域社会の構築に向け、情報通信インフラの整

備やインターネットの有効活用の面で様々な取

組の進展がみられます。

�　ＩＴ社会実現への課題

第５節　デジタル・オポチュニティの確保

１　インターネット利用等における地域間格差の

現状

インターネットの利用格差について調査を行っ

たところ、都市規模別については、パソコンイン

ターネット利用では都市規模が小さくなるにつれ

利用率が低下しているのに対し、携帯電話・ＰＨ

Ｓインターネット利用では都市規模による差はそ

れほど大きくありませんでした（図表７）。携帯

電話・ＰＨＳインターネットには、パソコンと比

較して廉価で、操作の習得が容易といった特徴が

あり、これらがパソコンインターネットと比較し

て普及に格差が生じにくい要因の一つになってい

るものと考えられます。
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図表７　都市規模別に見たインターネット利用全体／パソコンインターネット利用／

携帯電話・ＰＨＳインターネット利用の比率
５０％

４０％

３０％

２０％

１０％

０％

４５．３％

３３．１％

１６．８％

３７．９％

２６．５％

１７．３％

３２．７％

２０．９％

１４．５％

政
令
指
定
都

市
・
特
別
区

そ
の
他
の
市

部 町
　
村
　
部

インターネット
利用全体

パソコン
インターネット利用

携帯・ＰＨＳ
インターネット利用

（出典）インターネット利用格差に関する調査

２　インターネット利用等における個人属性別格

差の現状

個人属性（職業、年齢、世帯年収）別について

は、まず職業別のインターネットの利用比率では、

「学生」や「勤務者」について非常に高くなって

います。年齢別では、２０歳代等に比較して高齢者

層でインターネット利用者の割合が低く、大きな

格差が存在しています。また世帯年収別では、パ

ソコンインターネット利用について世帯年収と利

用比率が比例する傾向にあり、大きな格差がみら

れますが、携帯電話・ＰＨＳインターネット利用

では比較的格差が小さい上、６００万円以上におい

ては格差がほとんど生じていません。



３　インターネット普及促進に向けて

地域や個人属性とインターネット利用の有無と

の関係についてみると、年齢、世帯年収、職業の

３つがインターネット利用の有無と関連性が強く、

地域や都市規模は比較的影響力が小さい要素であ

るといえます（図表８）。また、インターネット

非利用者が今後利用するための条件についてみる

と、インターネットを気軽に練習できる機会の確

保についての希望が多く、次いで機器の操作性向

上に関する希望が続いています。これは、現在実

施されているＩＴ講習の推進が格差是正に有効で

あるとともに、今後インターネット接続機器につ

いて電話機や双方向テレビ受信機などパソコン以

外の端末でのインターネット利用を可能にするこ

とが操作性の問題解決に向けた手段となり得るこ

とを示していると思われます。
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図表８　地域・個人属性がインターネット利用に与える影響

（出典）インターネット利用格差に関する調査

【年　　齢】
１０歳代
２０歳代
３０歳代
４０歳代
５０歳代
６０歳代
７０歳代

【性　　別】
男性
女性

【世帯年収】
２００万円未満
２００～４００万円
４００～６００万円
６００～８００万円
８００～１，０００万円
１，０００～１，５００万円
１，５００～２，０００万円
２，０００万円以上

【職　　業】
会社勤務
団体勤務
官公庁勤務
その他勤務
自由業
自営業

パート・バイト
専業主婦・主夫

学生
無職

【地　　域】
北海道地域
東北地域

北関東・甲信地域
南関東地域
北陸地域
東海地域
近畿地域
中国地域
四国地域
九州地域

【都市規模】
政令都市・特別区

その他の市
町村

－１．００ －０．５０ ０．００ ０．５０ １．００ １．５０ ２．００

０．８８

１．４３

０．８３

０．２３

－０．３７

－０．６３

－０．８０

－０．１５

－０．４２

－０．３４

－０．１１

０．０９

０．３１

０．５７

０．７８

１．０４

０．４４

０．２９

０．３６

０．２４

０．０６

０．０２

－０．３０

－０．３４

０．４３

－０．１９

－０．３２

－０．１１

－０．２７

－０．０７

－０．１９

０．０３

－０．０５

０．１４

０．０２

－０．１０

０．１４

０．１９

０．００

０．１５



第６節　電子商取引の円滑な普及・発展

インターネット上での電子商取引等において

相手方が本当に本人であることを確認する手段

である「電子署名」の法的位置付けや、その電

子署名が本人のものであることを証明する「認

証業務」に対する国の認定制度を設けるための

「電子署名及び認証業務に関する法律」が、平成

１３年４月１日から施行されました。

第７節　人材育成

１　情報リテラシーの現状分析

ＩＴの急速な普及･進展の中で、国民が等しく情

報化の恩恵を享受するためには、情報リテラシーを

習得していることが重要です。我が国における情報

リテラシーの現状についてみると、インターネット

利用の有無と情報リテラシーの高さには強い相関が

認められました。また、インターネットを利用する

に当たっての情報リテラシーについてみると、年齢

別格差が特に大きくなっており、また世帯年収別に

ついても、比較的大きな格差がみられます。これは、

比較的高い割合でインターネット利用がなされてい

る２０歳代や高年収世帯等においては、内容的にもあ

る程度使いこなしている状態に達しつつある一方、

特に高齢者等に対して引き続き積極的な取組が必要

であることを示唆していると考えられます。

２　情報リテラシー向上に向けた取組の進展

平成１２年３月時点で中学校･高等学校等につい

ては、既に全ての公立学校にコンピュータが導入

されているほか、現在、平成１３年度には全ての公

立学校がインターネットに接続されることを目標

に環境整備が進められています。さらに、回線速

度の向上も不可欠であることから、平成１３年度内

には全国約４万校の公立学校のうち４千校以上が

高速アクセス回線によりインターネット接続され

る予定です。また、国民全体の情報リテラシー向

上の観点から、地方公共団体が開催するＩＴ基礎

技能講習を支援するため、「情報通信技術（ＩＴ）

講習推進特例交付金」が創設され、平成１３年１月

の事業開始から３か月間で、全国で約１１万人が講

習を受講し、今後、平成１３年度末までに約５５０万

人程度の受講を見込んでいます。

第８節　情報セキュリティの確立

不正アクセスへの対応について企業の対応状況

をみると、何らかの対応をしている企業の割合は

７７．５％に達していますが、内容的にはＩＤ・パス

ワードによるアクセス制御が全体の６７．５％を占め

ており、ファイアウォールの利用は３９．１％にとど

まっています。また、個人のコンピュータウィル

ス対策の状況について見ると、「一応ワクチンソ

フトを導入している」との回答が３５．２％に及んで

いますが、「メール添付ファイル等はウィルス検

査後使用」との回答は１５．３％にとどまっています。

� ＩＴ国家戦略の実現に向けた取組の推進

第９節　ＩＴ国家戦略の策定

ＩＴ革命に取り組み、その恩恵を全ての国民が

享受でき、かつ国際的に競争力のある「ＩＴ立国」

の形成を目指した施策を総合的に推進するため、

政府は平成１２年７月に内閣に「情報通信技術（ＩＴ）

戦略本部」を設置するとともに、「ＩＴ戦略会議」

を設置して検討を行い、平成１２年１１月に、ＩＴ戦

略会議において、「ＩＴ基本戦略」が策定されまし

た。また、平成１３年１月には内閣に「高度情報通

信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本

部）」を設置し、第１回戦略本部会合において
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「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」、第３回戦略本部会合において

「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」が決定され、さらに、各府

省の平成１４年度の施策に反映する年次プログラム

として、「ｅ－Ｊａｐａｎ２００２プログラム」を６月末を

目途に策定することとされました。

また、総務省では、今後の施策の検討に資す

ることを目的として平成１３年１月から「総務省

ＩＴ推進有識者会議」を開催しています。さら

に、ＩＴ革命の進展に対応した地方公共団体に

おける情報化施策の推進を支援するため、平成

１２年７月に「ＩＴ革命に対応した地方公共団体

における情報化推進本部（地域ＩＴ推進本部）」

を設置し、同年８月には「ＩＴ革命に対応した

地方公共団体における情報化施策等の推進に関

する指針」を、１２月には総務省が取り組む事項

等を年度ごとに明示したアクション・プランを

策定しました。

第１０節　ＩＴ社会実現に向けた基盤整備・環境整

備のための政策の推進

「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」で掲げる「我が国が５年以内

に世界最先端のＩＴ国家となる」という目標実現

のために決定された「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」に示さ

れた５分野について、総務省では様々な政策を推

進することとしています。５分野の一つである

「世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形

成」については、５年以内に超高速アクセスが可

能な世界最高水準のネットワークが整備され、国

民にとって安価で使いやすいネットワーク・イン

フラとなるような環境の実現に向け、電気通信事

業における公正競争条件の整備、光ファイバ等の

敷設の円滑化等の施策に取り組むこととされてい

ます。
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第２章　情報通信の現況

第１節　情報通信産業

１　粗付加価値額

我が国の情報通信産業の名目粗付加価値額は、

平成１１年には４９．０兆円となり、全産業に占めるシェ

アは９．４％となりました。主な産業を比較すると、

情報通信産業は平成２年に建設、平成７年に卸売及

び建設の名目粗付加価値額を下回っていましたが、

平成１１年には両者を上回りました（図表９）。情報

通信産業を部門別にみると、平成１１年において最も

大きいのは情報関連サービス（１２．０兆円）で、次い

で電気通信（１０．５兆円）となっています。
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図表９　産業別名目粗付加価値額の比較

（出典）ＩＴの経済分析に関する調査

（１０億円） ６０，０００

５０，０００

４０，０００

３０，０００

２０，０００

１０，０００

０
Ｓ６０ Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１１

５，３９３ ６，６８３ ５，６６５ ４，５９８

７，８５２ １１，７９９ １３，０９０ １３，１８５

８，５７５ １０，４４９ １０，０５６ ９，９８６

２３，１７５ ４０，９１７ ４０，２６４ ３８，０８０

２１，４３６ ３４，１７６ ４４，４２２ ４３，３３９

１９，８２６ ２３，７６７ ２８，３２２ ３０，２１５

１５，８７０ ２０，５８８ ２５，１７４ ２４，６８０

２５，６９０ ３８，９７６ ３９，７９７ ４８，９６９

昭和６０～平成１１年
平均成長率

－１．１％

３．８％

１．１％

３．６％

５．２％

３．１％

３．２％

４．７％

鉄　　鋼

電気機械

輸送機械

建　　設

卸　　売

小　　売

運　　輸

情報通信産業

２　設備投資

「通信産業実態調査」（郵政省［現総務省］）に

よると、平成１１年度における通信・放送産業の設

備投資額は４兆９０８億円（対前年度比４．５％減）と、

３年連続で前年度比減となりました。平成１２年度

における通信・放送産業の設備投資計画額も、平

成１１年度実績から更に減少する見込みとなってい

ます。しかしながら、全産業の設備投資も減少傾

向が見られるため、平成９年度以降、全産業に占

める割合は１０％前後で推移しており、おおむね同

水準で推移していると言えます。



第２節　情報通信ネットワーク

平成１２年度末現在、携帯電話の普及率は東京都

が最も高く、１００人当たり５０台を超えています。

また、人口１００人当たりの普及台数が３０台未満の

県は、１１年度末には６県ありましたが、平成１２年

度末にはなくなり、地域における普及率の底上げ

が図られました。一方、ＰＨＳについては、宮城

県が最も普及しており、約１０人に１台の割合とな

っています。

第３節　情報通信サービスの展開

１　電気通信事業者

平成１２年度に新規参入を行った電気通信事業者

は１，４８６社（平成１１年度は１，２１８社）であり、ケー

ブルテレビ事業者による第一種電気通信事業への

参入、インターネットサービスプロバイダ事業者

による第二種電気通信事業への参入は、引き続き

増加傾向にあります（図表１０）。第一種電気通信

事業者の平成１１年度の電気通信事業による営業収

益（附帯事業収益を除く）は、１２兆４，１９７億円

（対前年度比３．３％増）、第二種電気通信事業者の

１１年度の営業収益は９，１８８億円（対前年度比５．４％

減）でした。
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図表１０ 電気通信事業者数の推移

７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 増　減

第一種電気

通信事業者

ＮＴＴ １ １ １ １ ３ ３ ０

ＮＴＴドコモ等 ９ ９ ９ ９ ９ ９ ０

ＮＣＣ 長距離・国際系 ６ ６ ７ １３ ２２ ３１ ９

地域系 １６ ２８ ４７ ７７ １５９ ２７５ １１６

衛星系 ４ ４ ５ ６ ５ ５ ０

移動系 ９０ ９０ ８４ ７２ ５１ ２０ －３１

小　計 １２６ １３８ １５３ １７８ ２４９ ３４３ ９４

第二種電気

通信事業者

特別（うち国際特別） ５０（３７）７８（５６）９５（６７）８８（８４）１０１（９６）１１３（１０８）１２（１２）

一　　般 ３，０８４ ４，５１０ ５，７７６ ６，５１４ ７，５５０ ８，８９３ １，３４３

小　計 ３，１３４ ４，５８８ ５，８７１ ６，６０２ ７，６５１ ９，００６ １，３５５

計 ３，２６０ ４，７２６ ６，０２４ ６，７８０ ７，９００ ９，３４９ １，４４９

総務省資料により作成

２　電気通信サービス

我が国の固定系電気通信サービスについてみる

と、東・西ＮＴＴの加入電話契約数は平成１３年３

月末現在で５，２０９万契約（対前年度比６．１％減）と

なっており、連続して減少しています。他方、

ＩＳＤＮにおいては、平成１２年３月末現在、基本イン

ターフェースが９５７万加入（対前年度比６４．２％増）、

一次群速度インターフェースが１３万加入（同７２．６％

増）と平成７年度以降、急激な伸びを示しており、

インターネットの利用者の増加等が要因と考えられ

ます。



３　放送事業者

平成１２年度末現在、地上系放送事業者数は､３３９

社、衛星系放送事業者数は１５５社、自主放送を行

うケーブルテレビ事業者は６４６社です。また、収

益については、地上系民間放送事業者の平成１１年

度営業収益は、２兆４，７３３億円（対前年度比１．３％

増）と全体として増加、衛星系民間放送事業者の

平成１１年度営業収益は、１，６０５億円（対前年度比

２１．１％増）と大幅に増加、ケーブルテレビ事業者

の平成１１年度営業収益は、２，２４４億円（対前年度

比１６．２％増）で単年度黒字を計上した事業者は５

割を超えました。

４　放送サービス

地上放送については、平成４年にコミュニティ

ＦＭ放送が、平成７年に外国語ＦＭ放送がそれぞ

れ導入され、コミュニティ放送については平成１２

年度末現在で１３９社と着実に増加しています。Ｎ

ＨＫの受信契約は、平成１３年３月末現在、３，７２７

万であり、このうち一般受信契約数は２，６６５万、

衛星放送受信契約数は１，０６２万となっています。

衛星放送については、平成１２年１２月にＢＳデジタ

ル放送が開始され着実な普及動向を見せており、

ＣＳの１１０度衛星による放送が早ければ平成１３年

末に開始されることとあわせて、今後一層の発展

が期待されます。ケーブルテレビについては、比

較的規模の大きな施設及び自主放送を行うものの

普及が進んでおり、ケーブルテレビのサービスは

多様化してきています。

第４節　技術

平成７年度以降毎年増加を続けていた我が国に

おける全産業の研究開発費は、平成１１年度におい

て減少に転じましたが、情報通信分野における研

究開発費は、３兆３，６０５億円（対前年度比１．９％増）

となり、平成６年度より増加傾向にあります。ま

た、全産業に占める割合も平成６年度以降増加を

続け、平成１１年度は、３１．６％とシェアを拡大して

います。

第５節　郵便事業

平成１２年度の総引受郵便物数は２６５億通（対前

年度比１．５％増）と過去最高です。平成１１年度に

おける各国の総引受郵便物数を比較すると、我が

国は米国・フランスに次いで世界第３位です。し

かし、国民１人当たりの年間差出郵便物数を比較

すると、我が国は世界第１８位となっており、第１

位の米国における１人当たり差出郵便物数は、我

が国の約３．６倍となっています。

第６節　海外の動向

１　米国

電気通信分野では、世界最大の市場を抱え、電

気通信事業者は激しい競争を展開し、業態を超え

た競争・提携・統合が進行しています。また、各

省庁にＩＴ政策を企画・立案・実施する上での権

限を与えられた専任の最高情報責任者（ＣＩＯ）

を置き、６つの戦略目的を掲げるとともに、分野

別に詳細な具体的目標を設定しています。

２　欧州

ＥＵにおいてもＩＴ推進に係る戦略が策定され、

電気通信規制枠組みの見直しや電子商取引にかか

る法整備として、�ｅＥｕｒｏｐｅ２００２、�電子商

取引指令、�ＥＵによる電気通信規制枠組みの見

直し、�ローカル・ループのアンバンドリングに

関する規則等の情報通信政策等が積極的に展開さ

れています。
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３　アジア

香港におけるＩＴ戦略としては、１９９８年１１月に

「デジタル２１」を発表、香港を２１世紀における先

導的なデジタル・シティとすることを目的として

います。韓国においては、１９９９年に、次世代イン

ターネットや光通信等の研究開発を含む情報通信

技術開発５か年計画（２０００年から２００４年まで）、及

び２００２年には世界で１０位圏の情報化先進国になる

ことを目標とした「ＣＹＢＥＲ　ＫＯＲＥＡ２１」

を発表しました。シンガポールは、２０００年には、

ＩＴ分野における２００１年からの１０年間の国家計画

であるＩＣＴ２１マスタープランを発表しました。

第３章　情報通信政策の動向

第１節　高度情報通信ネットワーク社会実現に向

けた政府の主な取組

政府は、平成１２年１０月、「日本新生のための新

発展政策」を取りまとめました。新発展政策の重

点としては、�ＩＴ革命の飛躍的推進、�循環型

社会の構築など環境問題への対応、�活力に満ち

た未来社会を目指す高齢化対策、�便利で住みや

すい街づくりを目指す都市基盤整備、の４分野が

挙げられ､情報通信はその１つとして位置付けら

れるなど、対策の根幹をなす重要項目となってい

ます｡

第２節　情報通信改革の推進

１　新料金制度の導入

郵政省［現総務省］では､平成１２年１０月、競争が

十分に進展していないサービスについて、適切な料

金水準である基準料金指数を設定し、基準料金指数

以下の料金は届出対象料金とする一方、基準料金指

数を超える料金は認可対象料金とする上限価格方式

（プライスキャップ規制）を導入しました。

２　電話会社事前登録制

従来、利用者がＮＴＴの加入電話から他の事業

者経由で電話を利用する場合には、事業者識別番

号（「００××」）をダイヤルすることが必要であり、

ＮＴＴと他の事業者の公正な競争が図られない懸

念があったため、郵政省［現総務省］では、優先

接続制の実現に向けた検討を行い、この検討結果

を受け、平成１３年５月より優先接続制（サービス

名「マイライン」）が導入されました。

３　接続制度の見直し

東･西ＮＴＴの事業者間接続料につき一層の低

廉化を目指し、平成１２年５月に電気通信事業法の

一部改正により接続料について長期増分費用方式

を導入する制度の見直しを行いました。また、事

業者間接続料の引下げ問題についての日米規制緩

和対話では、平成１２年７月に日米両政府間におい

て、３年間で２２．５％の引下げを行うことなどにつ

いて合意に至りました。さらに平成１２年１２月には、

電気通信審議会から、接続制度に係る移動体通信

事業者の設備や東・西NTTの光ファイバ設備の取

扱い、事業者向け割引料金（キャリアズレート）

の拡大等についての考え方を示す「接続ルールの

見直しについて」の第一次答申を得ました。

第３節　ネットワークの高度化

加入者系無線アクセスシステムについては、電

気通信基盤充実臨時措置法の支援対象に追加する

こと等をその内容とする同法の改正法案を第１５１

回通常国会に提出し、成立されました。また、総

務省では次世代無線アクセスシステムの研究開発

を推進するとともに、更なる周波数の追加割当て

につき検討を行っています。

17 郵政研究所月報 ２００１．１０



第４節　コンテンツの振興

インターネットの高度化やデジタル放送の普及

に伴い、これらのメリットを最大限に享受するた

め、多様なコンテンツが豊富に提供される環境の

整備が必要です。このため、総務省ではコンテン

ツ制作環境の高度化に向けた取組を推進していま

す。

第５節　研究開発の推進

１　次世代インターネットに関する研究開発

総務省では、インターネット上でのビジネス・

アプリケーションの健全な普及・発展に資するた

め、安全･信頼性が高く、超高速･大容量の情報通

信が可能となる次世代インターネットに関する技

術の研究開発等を推進しています。

２　ギガビットネットワーク技術の研究開発

通信･放送機構は、平成１０年度に超高速光ファ

イバ回線網及び共同利用型研究開発施設からなる

研究開発用ギガビットネットワーク（ＪＧＮ）の

整備を行いました。また、平成１２年度は、ＪＧＮ

を活用した研究開発を更に促進するとともに、ギ

ガビットネットワーク運用･管理技術の研究開発

を強化するための施策を実施しました。

３　超高速フォトニック・ネットワーク技術に関

する研究開発

超高速ネットワークの実現に向け、総務省では、

幹線系･アクセス系のネットワークの端から端ま

での全ての情報伝送処理を光領域で高品質･効率

的に行う技術について、通信･放送機構における

研究開発を推進しています。

第６節　情報通信高度化の環境整備

総務省では、年齢・障害面でのデジタル・ディ

バイドの解消に向け、高齢者・障害者の様々な障

害に対応できる通信・放送システムを実現するた

めの様々な取組を実施しています。また、通信・

放送機構では、地方公共団体等の協力を得つつ、

福祉分野において求められる高度な機能を持つ情

報通信システムを実現するための研究開発を実施

しています。

第７節　公共分野の情報化の推進

通信･放送機構では、公共性を有する業務の用に

供する電気通信システム（特定公共電気通信シス

テム）の研究開発を実施しています。また、住民

票の記載事項として新たに加えられた住民票コー

ドを基に、市町村の区域を越えた住民基本台帳に

関する事務の処理や国の機関等に対する本人確認

情報の提供を行うための仕組みとして「住民基本

台帳ネットワークシステム」を構築することとし

ています。

第８節　グローバル化への対応

２０００年７月に開催された九州・沖縄サミットに

おいては「ＩＴ憲章」が採択され、デジタル・デ

ィバイドの解消に向けて各国首脳が共通の認識を

もって取り組んでいくこととされました。また、

２０００年５月にメキシコで開催されたＡＰＥＣ電気

通信・情報産業大臣会合においては、電子商取引

の推進に向けたカンクン宣言が採択されました。
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第９節　郵便局ネットワークの活用とサービスの

充実

総務省郵政事業庁では、平成１０年度より、郵便

局の地域サービスの一環として、高齢者等のパソ

コンやインターネットを利用した情報化を支援す

るため、郵便局の施設等を利用し、地方公共団体

等との連携によって、無料の高齢者等パソコン教

室を実施しています。
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